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ヒトパピローマウイルスワクチン接種の積極的勧奨の即時再開を求める要望書 

 

（この内容は本学会の HPVに関する特別委員会で協議され、理事会で承認されたものです） 

  

平成 25年 4 月に予防接種法に基づき定期接種化されたヒトパピローマウイルスワク

チン（以下、HPVワクチン）が、接種後の「多様な症状」1)の報告により同年 6 月にそ

の接種勧奨が差し控えられ、すでに 5 年以上が経過しました。私たちは本ワクチンの

「積極的勧奨」を再開すべきと考え、本要望書を提出する次第です。 

以下に、その根拠を申し上げます。 

 子宮頸がんは、20〜40歳代の若年女性を中心として年間約 10,000人が発症し、年

間死亡者数は 3,000人に達します 2)。国内では最近 10年間で死亡者数が増加傾向にあ

り、予防対策が急務となっています。定期接種対象だった平成 6〜11 年度生まれの

HPVワクチン接種率が約 70％であったのに対し、平成 12 年度生まれ以降では接種率が

1％以下に激減しました。「積極的勧奨」が差し控えられたのが大きな原因の一つと考

えております。このため、現在多くの女性が子宮頸がんのリスクにさらされたままに

なっています。このことが、将来の多くの子宮頸がん患者とその死亡の遠因になるこ

とを懸念します 3)。 

 HPVワクチンが普及した国々では、ワクチンタイプの HPV感染の劇的な減少と、前

がん病変の減少 4）5)が報告され、ある報告では浸潤がんの減少にも言及されています
6)。国内からも HPV感染率と前がん病変の有意な減少が報告されています 7)。女性は高

度異形成の前がん病変と診断されると、子宮頸部の円錐切除を受けます。この円錐切

除は侵襲的な行為であり早産のリスクを上げるため、ワクチンによって前がん病変を

減らすことで円錐切除のリスクも減らすことができます。 

多くの浸潤がんは前がん病変を経て浸潤がんになることがわかっています。HPVワク

チンにより HPV感染を予防することで、前癌病変は減り、その結果、浸潤がんとその

死亡は減少すると見込まれています。したがって、欧米を中心とした先進国では HPV

ワクチンを国の予防接種スケジュールに組み込んでいるのです 8)。 

ときに、本邦ではこれまでに HPVワクチン接種後に報告された「多様な症状」が問題

になっています。これについて、国内外において多くの解析が慎重に行われてきまし



たが、現在までに HPVワクチンとの関連性を証明する科学的・疫学的根拠は示されて

おりません 9)10)。ただ、これは HPVワクチンと「多様な症状」との間に因果関係が完

全に否定されるものでもありません．なお HPVワクチンによる副反応疑い報告の頻度

は 0.08%（2,584人/被接種者約 338万人）、副反応疑い報告で確認できている未回復

の割合は 0.005%（186人/被接種者約 338万人）であり 11）、海外での大規模比較試験

では、接種者と非接種者間に副反応発生率に差はありませんでした 12）13）。 

しかし、私たちは接種後の諸症状に苦しむ人達を、ないがしろにして良いなどとも考

えておりません。我々は、このような症状に苦しむ人たちに、ワクチンとの因果関係

の有無とは関係なく「苦しむ患者は全て等しく十全なケアの対象である」との理念に

基づき、プライマリ・ケア医として真摯に診療する所存です。そして、こうした接種

後の症状への診療体制整備に協力し、改善点を模索していきたいとも考えておりま

す。 

現在も HPVワクチンが定期接種であることに変わりません。しかし、「積極的勧

奨」が差し控えられていることで、行政から接種対象者へ正しい情報が与えられていな

いのは問題です。 

「積極的勧奨」とは、市町村が対象者やその保護者に対して、ハガキ等を各家庭に送

ることや、さまざまな媒体を通じて積極的に接種を呼びかけるなどの取り組みを指し

ています。このような具体的な施策がなければ、多くの国民は HPVワクチンが定期接

種であり、どんなワクチンかという情報を知る機会がありません。そして対象者は、

接種できる機会を知らずに過ごし、HPV感染のリスクにさらされたままになっていま

す。「積極的勧奨」を再開し、接種対象者がワクチンの存在を知り、自らの意志で接

種する選択ができる環境に戻すべきです。そして、これはもちろん、予防接種法の理

念に基づけば、接種を強制することではありません。 

現在、HPVワクチンの効果とリスクについて多くの誤解が流布し国民の正しい理解

は得られないままです。WHO（世界保健機関）は HPVワクチンの安全性と有効性を繰り

返し確認し、日本で十分な子宮頸がん予防が実践されていない現実と、HPVワクチン

接種が停滞している現状を危惧し、これを批判しています 14）。私たちも予防医療に携

わるプロフェッショナルとして、HPVワクチンが十分に有効であり、積極的に接種を

広めるに足るだけの安全性を有していると判断します。現在約 3割にとどまっている

子宮頸がんの検診率の向上と、HPVワクチンに対しての正しい情報を提供した上での

接種率の向上、この二つこそが子宮頸がんを予防するために極めて重要な施策と考え

ております。加えて、接種後の副反応に対するフォロー体制の整備と、今後の HPVワ

クチンによって起こる効果や課題を前向きに検証するサーベイランス体制の構築も、

重要な施策として提案します。 

我が国がこれ以上「ワクチン後進国」あるいは「科学的根拠のある健康政策が提供

されない国」として信頼を失わぬように願っております。国民の健康のために、HPV



ワクチンの積極的勧奨の即時再開を要望する次第です。ぜひご検討賜りますようお願

い申し上げます。 
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